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１．緒言 

 気候変動に伴う降雨の激甚化（日降水量 100 mm 以上

の大雨や時間降水量 50 mm 以上の極端豪雨の回数増加）

が洪水リスクに負の影響をもたらすことは明白であり，

治水は人類につきまとう課題である．日本国内でもこ

こ数年，数百年に一度の大規模豪雨が頻発し，多くの地

域で甚大な被害がもたらされた．これを受けて流域治

水関連法が施行され，とくに河道以外を活用した治水

について多くの手法が提案されてきた．しかしながら，

複数の治水を組み合わせた効果やどの地点の流出をど

れだけ抑制できれば高い効果を発揮するか，といった

観点からの検討は不十分である．本研究は高い浸水軽

減効果が期待される流出対策の検討を目的として，逢

瀬川流域を対象に降雨流出・氾濫モデル構築し，大規模

豪雨として 2019 年台風 19 号による降雨事象を対象に

洪水氾濫の再現性を確認したうえで，単一あるいは複

数の治水ケースを想定した結果を比較した． 

２．対象流域と 2019 年台風 19 号の概要 

 逢瀬川は流域面積 82 km2，計画降雨量 58 mm/hr の一

級河川（福島県管轄）であり，阿武隈川（一級河川 国

交省管轄）の支川に属する．阿武隈川は流域面積 5400 

km2，計画降雨量 257 mm/2day である．台風 19 号では

流域平均 270 mm/day という阿武隈川の計画規模を大き

く越える降雨が生じ，114 km2の浸水と 1 万棟弱の家屋

の損壊がもたらされた（図-1 A）．一方，逢瀬川流域内

で観測された最大 1 時間雨量は 36 mm/hr と，計画規模

を下回る降雨だったにもかかわらず逢瀬川からの越流

（以下，越流と呼ぶ．）や市街地のマンホールからの溢

水（以下，溢水と呼ぶ．）により浸水が生じた（図-1 B）． 

３．研究手法 

河川・下水道・氾濫を一体的に扱うモデル（図-2）の

作成とシミュレーションには Infoworks ICM ver.2021.4

が用いられた．逢瀬川と下水管の流れは 1 次元，氾濫は

2 次元の浅水方程式によって解かれた．なお，逢瀬川の

図-1 阿武隈川流域と逢瀬川流域の位置図(A)と逢瀬川

流域の土地利用図ならびに降雨観測点(B)． 

図.2 河川・下水道・氾濫 統合解析の概念図 

不定流計算において，下流端境界条件には逢瀬川合流

部近傍の阿武隈川の観測水位（以下，合流部水位と呼 

ぶ．）が与えられた．森林からの流出量は貯留関数法，

水田からの流出量は堰の越流公式，市街地（分流式下水

道区域）からの流出量は角谷式を適用した準線形貯留

型モデルによって算定された．市街地（合流式下水道区

域）は下水道管渠網とマンホールならびに建物・間地を

反映した詳細な分布型流出モデルが用いられた．また，

武田ら（2007）により提案された手法を用いて氾濫水中

の越流と溢水の寄与が推定された． 

本モデルの妥当性を評価した上で 3 種類の治水ケー

スを想定し，単一あるいは組み合わせて適用してシミ

ュレーションを行った．治水ケースの代表例を以下に

示す．まず，CASE-1 は森林と水田を活用して逢瀬川の
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ピーク流量を 40%抑制する越流対策．ついで，CASE-2

は市街地からの流出を抑制する溢水対策．最後に，合流

部より阿武隈川上流の他の支流域（以下，阿武隈川上流

域と呼ぶ．）でも治水が実施されて，合流部水位が低下

するケースが適用された． 

４．結果及び考察 

台風 19 号の降雨を適用した再現計算は実績浸水域及

び浸水深に対して高い再現性を示した（図-3）．上記の

再現計算による浸水体積を基準（0%）として，治水に

よる浸水体積の軽減率を図-4 に示した．なお，横軸に

設定した 9.98 m は台風 19 号において観測された合流

部水位の最大値，8.68 m は計画高水位，6.80 m は警戒

レベル 3 の値，4.00 m は警戒レベル 1 の値である．下

流端境界条件に合流部水位観測値が与えられたケース

は越流の寄与が大きく，逢瀬川上流域からの雨水流出

を抑制する CASE1 および CASE(1+2)において，CASE2

（溢水対策）よりも高い浸水軽減効果が得られた． 

合流部水位を 8.68 m 以下となるよう条件設定した場

合に生じた氾濫事象は溢水のみとなり，CASE2 および

CASE(1+2)で高い浸水軽減効果が示された．また，越流

は生じなかったものの，CASE1（越流対策）による限定

的な浸水軽減効果が示された．逢瀬川の水位上昇が抑

制されたとした場合，逢瀬川から下水道区域への背水

が緩和され，結果として溢水を軽減したと推定される． 

 実際に生じた阿武隈川の流況（下流端境界条件に合

流部水位観測値を用いた場合）では，もっとも強靭な対

策である CASE(1+2)を適用しても浸水軽減率は 13%に

とどまった．一方，合流部水位が 8.68 m に抑えられた

とした場合，逢瀬川流域で治水を行わなくても 25％の

浸水軽減効果が示された．さらに合流部水位の抑制に

伴って軽減率も上昇することから，台風 19 号の際，逢

瀬川流域で生じた浸水は阿武隈川の背水を強く受けた

ことが推定された．合流部水位の上昇を 9.98 mから 8.68 

m まで抑制するためには合流部流量を約 20%減少する

必要があり，台風 19 号を想定した場合の阿武隈川上流

域における流出対策の目標と捉えることが出来る． 

５．結言 

 本論は本川の背水を強く受ける支川流域において，

他の支流域からの流出を抑制し，支川合流部の水位上

昇を緩和することで高い浸水軽減効果が期待されるこ

とを定量的に示した．流域治水の中で横断的な取り組 

 

図-3 台風 19 号の降雨を適用した計算値と実績値の比

較．グラフは検証点における浸水深． 

 

図-4 治水ケースごとの浸水体積軽減率．逢瀬川流量と

合流部水位に観測値が与えられケースを 0%とした． 

みという表現をよく見かけるが，単一の支流域のみに

着目した治水では効果に限界があるため，自治体内部

は勿論，異なる自治体同士の連携も重要な課題となる. 
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